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令和 6 年度聖籠町下水道事業の決算に係る審査結果及び意見書の提出について 

 

地方公営企業法第 30 条第 2 項の規定により審査に付された令和 6 年度聖籠町下水道

事業の決算及び同条第 1 項の書類について、別紙のとおり審査結果及び意見書を提出 

します。 

  

 

 

 

  



別紙 

 

令和 6 年度聖籠町下水道事業の決算に係る審査結果及び意見書 

 

 地方公営企業法第 30 条第 2 項の規定により審査に付された令和 6 年度聖籠町下水道事

業の決算に係る事業報告書、決算報告書、財務諸表及び附属明細書（以下「事業報告書

等」という。）並びに証書類等について、下記のとおり審査結果及び意見を付する。 

 

記 

 

1  審査の対象  事業報告書等及び証書類等 

2  審査の期日  令和 7 年 7 月 22 日（火） 

3  審査場所   聖籠町役場監査委員室 

4  審査の実施内容    

事業報告書等の記載事項が法令に適合し、かつ正確であるか証書類等によって確認

するとともに、必要に応じ関係職員から説明を聴取する等により審査を実施した。 

5  審査の結果 

地方公営企業法に基づき、決算に係る事業報告書等の審査を行った結果、当該事業

報告書等は令和 6 年度の財産及び損益の状況を全ての重要な点において法令、規程、

会計慣行等に基づき適正に表示しているものと認める。 

また、事業に係る経営管理についても、法令に適合し、適正に運営されているもの

と認める。 

   なお、以下の事項について意見を付する（文中、金額については千円未満四捨五入

により記載）。 

(1) 財政の健全化について 

令和 6 年度損益計算書によると、結果として純利益は 63,407 千円となってい

るものの、営業収益 244,574 千円から営業費用 584,507 千円を控除した営業損失

が 339,933 千円となっており、この損失を営業外収益として一般会計負担金（企

業債償還利子等）208,860 千円、長期前受金戻入 258,287 千円などにより営業損

失を補填している状況にある。 

また、未処理欠損金が減少しているものの、令和 6 年度末で 226,319 千円と多

額である。 

収支のうち、資本的収支をみると、収入として企業債発行 183,600 千円、一般



会計負担金 122,990 千円、一般会計出資金 25,000 千円及び受益者負担金 5,632

千円、収入合計 337,222 千円となっている。 

支出としては、マンホールポンプ取替工事費 21,630 千円、汚水桝設置工事費

7,066 千円、流域下水道事業建設負担金 46,078 千円、企業債償還金 432,730 千

円、支出合計 507,504 千円となっており、収入から支出を控除すると 170,282 千

円の資金不足となっており、前年度の 246,143 千円より減少したものの資金不足

が続いている。 

また、令和 6 年度末の企業債未償還残高は 4,239,672 千円（前年度 4,488,802

千円）と極めて多額となっており、将来的には設備の更新費用も増大することが

想定され財政面での課題は残る。 

下水道事業の整備・推進の時代から将来の維持管理・更新の時代に対応すべ

く、現状の財政状況に鑑み、引き続き本業である営業利益の増益に努め、一般会

計負担金や出資金を減少させる経営に努められたい。 

(2) 接続率について 

接続率は第 5 次聖籠町総合計画における令和 7 年度（第 5 次聖籠町総合計画の

前期最終年度 2025 年度）目標である 91.0％に対し 92.28％に達しており、前年度

対比 0.47 ポイント増加している。 

未接続世帯に対して、啓発活動の実施、個別訪問、制度資金の創設など、接続率

を更に高めていく方策を講じられたい。 

(3) 経営の健全化について 

令和 6 年度における主要経営指標のうち、経営の健全性を示す経常収支比率が

108.44％（前年度比 1.69 ポイント増）、料金水準の妥当性を示す経費回収率が

128.44％（前年度比 10.02 ポイント増）となり、どちらも健全経営の水準とされ

る 100％を上回っている。また、施設の更新需要や老朽化の状況を示す指標のう

ち、有形固定資産減価償却率 32.93％（前年度比 2.03 ポイント増）、管渠老朽化

率 0.00％と、現状において特に問題は認められないことから、将来に向けて経営

基盤の強化、維持管理の効率化等により、引き続き持続可能な下水道事業の実現

に努められたい。 

以上 

 

 

 

 


